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1. 本調達の概要
(1) 契約件名
三重県小中学校ネットワークシステムに係る端末機器等の調達
(2) 本調達の目的
本調達は、平成17年度に三重県教育委員会（以下、「本県」という。）が構築（平成24年度に機器更新）した「三重県小中学校ネットワーク」（以下、「本ネットワーク」という。）及び「三重県小中学校ネットワークシステム」（以下、「本システム」という。）を構成する端末機器等の機器更新を目的とする。
(3) 納入機器及び数量
本調達における納入機器等については、以下に記載のとおりとする。
1 端末機器等
１式（内訳は次のとおり）
(1) ノート型パソコン





740台

(2) モノクロレーザプリンタ




670台

(4) 納入スケジュール

「別紙 1．想定スケジュール」を参照すること。
(5) 検査完了条件
ドキュメント類納入期限から10日間を本県職員による検査確認期間とし、本県職員による履行確認書の交付をもって検査完了とする。
1 機器納入期限　
：　令和7年2月16日
2 本稼働開始日　
：　令和7年4月 1日
3 ドキュメント類納入期限　
：　令和7年2月28日
(6) 設置場所
「別紙 2．端末設置場所一覧（予定）」を参照すること。
2. 本調達に関する基本的な考え方
(1) 基本的な考え方
納入機器等は、すべて買取りで提供すること。
また、すべての納入機器等の搬入、組み立て・設置、設計・設定、動作確認及びこれらに関連する業務を付帯作業の範囲とする。
(2) 納入機器等について
以下に納入機器等の主な用途・目的について記載する。

1 端末機器等
本県が指定する場所に設置する、ノート型パソコンとモノクロレーザプリンタである。
(3) 用語の定義
1 本ネットワーク
三重県内の市町教育委員会、市町学校組合の小中学校及び市立・町立の小中学校と、三重県教育委員会事務局とを結ぶコンピュータネットワークである。
2 利用者

利用者は、本システムを用いて業務などを行なう、市町及び県の教職員等を指す。
3 拠点

本ネットワークに接続する端末機器等が設置された、市町及び県の小中学校と教育委員会などを指す。
4 運用管理者
本ネットワーク及び本システムを運用管理する本県職員（又は本県から運用管理を委託された業者）を指す。
5 サーバ・ネットワーク管理者
本ネットワーク及び本システムを構成するサーバ機器等及びネットワークを運用保守する本県職員（又は本県に運用保守を提供する業者）を指す。
6 小中学校給与・旅費システム

本ネットワーク上で利用者に提供する、本システムの中心となる業務システムである。
3. 本調達における機器更新の概要

本調達は、令和元年度に本県が本システム用に整備した端末機器等の機器更新を、主たる目的とする。

端末機器等に関する機能や設定等については、機器更新後も引き続き利用できることが前提となるため、以下に現行端末機器等に関する設定等の概要を説明する。

(1) 本ネットワーク

本ネットワークは、三重県内の市町教育委員会、市町学校組合の小中学校及び市立・町立の小中学校と、三重県教育委員会事務局とを結ぶコンピュータネットワークで構成しており、接続方式は光ケーブル接続、CATV閉域網接続及びインターネットVPN接続の3つに分類できる。
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光ケーブル接続とCATV閉域網接続（以下、「閉域網接続」という。）の拠点の端末は、Windowsドメインへのログオン後にVPN端末通信ソフトが起動し、本県本庁舎設置のVPN装置とIPsecによるVPN通信を開始する。

なお、端末で利用するVPN端末通信ソフトはWindowsドメインの認証後に起動するため、ドメイン認証するための通信経路と、VPNトンネル設定後の通信経路は論理的に分離されている。

インターネットVPN接続の拠点の端末は、通信経路がVPN装置で暗号化されていることから、VPN端末通信ソフトは使用しない。

(2) Windowsドメイン認証

本システムにおける現行の環境ではUSBトークンによる認証システムが稼働しており、端末機の電源を投入後に当該端末機用のUSBトークンを挿入し、Windows ドメインへのログイン時にPINコードを入力して認証している。
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端末機は利用者間で共用するため、業務システムで作成された給与データ等が端末機内に残らないよう、Windowsドメインでは以下の対策を実施している。

1 グループポリシーでCドライブへの参照を制限する。

2 ログオンスクリプトでDドライブの内容を削除（cipher.exe）した後、プロファイルをDドライブに再作成する。

プリンタはWindowsドメインには登録せず、IPアドレス指定のプリンタポート設定を行い、帳票出力している。

(3) 拠点内の構成

拠点内の構成は、各拠点への接続回線によって接続される機器が異なり、責任分界点も異なるが、本調達で機器更新を行う端末機器等の接続方法は以下のとおりである。

1 閉域網接続の拠点

閉域網接続の拠点では、ブロードバンドルータを介して端末機やプリンタが接続されており、回線提供業者の責任分界点はCATVモデム又はメディアコンバータまでとなる。
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2 インターネットVPN接続の拠点

インターネットVPN接続の拠点では、拠点側のVPN装置までが回線提供業者のサービス提供範囲となっており、責任分界点はVPN装置までとなる。
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4. 納入機器等の仕様
(1) 端末機器等
1 ノート型パソコン

(1) ハードウェア仕様

ハードウェアは、以下の内容を満たす機器であること。
	本体
	形状
	ノート型

	
	CPU / APU
	1GHz以上、2コア以上の64bit互換プロセッサーであること。

	
	メインメモリ
	８GB以上であること。

	
	ハードディスク
	SSD 256GB以上であること。

	
	光学ドライブ
	内蔵していない場合、外付けでも可とする。
DVD-ROM読出8倍速以上であること。
書き込み対応であっても差し支えない。

	
	システムファームウェア
	UEFI及びSecure Boot対応であること

	
	TPM
	2.0準拠であること

	
	外部インターフェース

	USB
	USB Type-A×2以上（USB3.0以上）
USB Type-C×1以上

	
	
	外部ディスプレイ
	HDMI出力×1以上



	
	サウンド機能
	ステレオスピーカー内蔵であること。

	
	通信機能
	有線：1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T準拠、Wakeup On LANに対応していること。

無線LANデバイス（IEEE802.11a/b/g/n/ac/ax準拠）を有すること

	
	その他
	· 電源コンセントの形状は2極差込み型であること。

	
	形状
	· 15.6インチ型ワイド(16:9)　以上であること。

	ディスプレイ
	解像度等
	フルHD（1920×1080）以上であること
1,677万色以上表示可能なこと。

· 非光沢（アンチグレア）、LEDバックライト付きであること。

	
	テンキー付き日本語対応キーボードであること。
	

	キーボード
	· 完全充電状態から1時間以上連続稼働できること。

	バッテリー
	セキュリティワイヤーロックが取り付けられること。


(2) ソフトウェア仕様

ノート型パソコンで使用するソフトウェアは、本調達の範囲として調達する「納入ソフトウェア」と、本県が別途ライセンス等を所有している「本県所有ソフトウェア」がある。

A. 納入ソフトウェア

本調達で納入を求めるソフトウェアのライセンスは、新規にライセンスを購入する「新規調達ライセンス」と、本県所有の既存ライセンスをバージョンアップして使用する「バージョンアップライセンス」の2種類がある。

また、納入ソフトウェアを利用するためのインストールメディアも、本調達で納入を求める。（メディアの納入数量は後述。）

(1) 新規調達ライセンス

	ソ フ ト ウ ェ ア
	バージョン
	数量
	備　　考

	Microsoft Windows 11 Enterprise　LTSC
	最新版
	740台分
	Software in CSP

	Office LTSC ProPlus2021
	最新版
	73台分
	Software in CSP

	Microsoft Edge

	最新版
	740台分
	無償ソフトウェア

	Adobe Reader 最新版

	最新版
	740台分
	無償ソフトウェア

	端末用VPN通信ソフトウェア


	最新版
	740台分
	· YAMAHAのVPN装置RTX830とIPSecによるVPN通信ができること。

· Windows11標準のVPN機能によりシステムへの接続を実現する場合は不要。

	イメージバックアップ・リストアツール
	最新版
	740台分
	イメージバックアップおよびリストア、クローン作成が可能Windows11対応のツールであること。


B. 本県所有ソフトウェア（ライセンス）

	ソ フ ト ウ ェ ア
	数量
	備　　考

	Microsoft Windows Server 2022 Client
Access License（Device CAL）
	770式
	別途調達します

	認証システムエージェント
	730式
	別途調達します

	TrendMicro Apex One　Server/Agent
	745式
	別途調達します

	端末資産管理システムエージェント
	745式
	別途調達します


(3) 周辺機器

次の機器を、指定個数納入すること。

	物　　品　　名
	数量
	備　　考

	光学式USBマウス
	690個
	· 納入機種に対応したスクロール機能付きのものを納入すること。

· 拠点のうち、市町分が対象となり、県分は不要とする。このため、本体の個数とは差異がある。

	セキュリティワイヤーロック

	690個
	· 納入機種に対応したシリンダ錠タイプのものを納入すること。

· 錠とワイヤーが一体型で、納入機器に錠を直接取り付け、鍵を用いて取り外しができること。

· 各錠には、1個以上の鍵が付属すること。

· 別途、管理者用として、納入するすべてのセキュリティワイヤーロックの錠が開放できるマスターキーを2個納入すること。

· 拠点のうち、市町分が対象となり、県分は不要とする。このため、本体の個数とは差異がある。


(4) ノート型パソコンに関する補足事項

	№
	補　　足　　事　　項

	1
	パソコン本体及びその他すべての付属品は、本県が指定するハードウェア及びソフトウェアの動作を保証すること。

	2
	「グリーン購入法」に適合していること。
参照：環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成31年2月8日変更閣議決定）

	3
	ハードディスクの最初のドライブ名はCドライブであること。

	4
	工場出荷時の状態でNTFS形式によりフォーマットされていること。

	5
	本県が指定するソフトウェア以外はインストールしないこと。

	6
	本県指定のソフトウェアはすべて C:\Program Files 配下にデフォルトフォルダ名称でインストールすること。

	7
	OSの初期設定（ユーザーアカウント設定、ポリシー設定及びドメイン参加設定等）については、本県と協議のうえ設定し配付すること。

	8
	各ノート型パソコンの「製造番号」「OSのプロダクトID」「MACアドレス」「コンピュータ名（本県が指定する）」を一覧表で提出すること。（MS-EXCEL形式ファイルにて提出のこと。）

	9
	ソフトウェアインストールシート（インストールソフトウェアのディレクトリ階層及びインストールオプションデザインシート）を提出すること。

	10
	本調達で併せて納入するモノクロレーザプリンタへの出力設定を行うこと。

	11
	今回導入の機器・ソフトのユーザ登録作業等(アクティベーション等)を行うこと。

	12
	パソコン本体及びその他すべての付属品は、本県が指定する場所に納入すること。
また、納入後すべての機器に対して動作確認を行うこと。

	13
	パソコン本体及びACアダプタに、別途指定するコンピュータ名シールを作成のうえ貼付すること。（1台につき3枚。）
また、本県が交付する管理シールを貼付し、このとき、はがれないようコーティングすること。（1台につき1枚。）

	14
	納入業者が用意するソフトウェアのサポートについては、問い合わせ窓口を一本化し、納入業者が契約を代行すること。

	15
	梱包材は必要最低限とし、別途、本県が指定するものを除いて納品時に回収撤去すること。

	16
	各種メディアキットは本県指定場所に納品すること。

	17
	納入機種のリカバリCD又はリカバリDVD（パソコン付属のOSやドライバ等）を3組納入し、かつ、それらにより納入機器はブート可能なこと。使用するソフトウェア製品に関するバグフィックス、セキュリティ対応等のパッチについては、その内容の調査を行い、本県での適用にあたって必要なすべての情報を提供すること。なお、納入機種に影響を及ぼす恐れのあるパッチの提供がある場合、影響の有無についての確認作業を短時間に行えるように支援を行うこと。


2 モノクロレーザプリンタ

(1) ハードウェア仕様

ハードウェアは、以下の内容を満たす機器であること。

	形　式
	デスクトップ型ページプリンタ

	プリント方式
	レーザまたはLEDによる電子写真方式であること。

	解像度
	データ処理解像度：1,200dpi/600dpi/300dpi、

プリント解像度：1,200×1,200dpi/600×600dpi/300×300dpi

	給紙方法
	カセット1段自動給紙で、手差しトレイを備えること。

カセットはオプション増設による１段カセット化であっても差し支えない。

	印刷速度
	標準トレイA4横送り印刷時で30枚/分以上

	搭載メモリ
	標準トレイA4横送り印刷時で20枚/分以上

	インターフェース
	イーサネット（1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T）、USB2.0

	用紙サイズ
	A4～はがきサイズ

	給紙容量
	カセット
	200枚以上

	装置寸法
	600mm×500mm×600mm (W×H×D) 程度以下

	質量（本体のみ）
	約25Kg程度以下

	対応オペレーティングシステム
	Windows11に対応していること。

	両面印刷機能
	標準搭載又はオプション搭載により実現されていること。

	耐久性
	A4片面連続印刷で総出力枚数20万ページ以上の耐久性を有すること。


(2) モノクロレーザプリンタに関する補足事項

	№
	補　　足　　事　　項

	1
	モノクロレーザプリンタ及びその他すべての付属品は、本県が指定する場所に設置すること。また、設置後すべての機器に対して動作確認を行うこと。

	2
	本県が指定する場所に筐体を設置調整し、既存のネットワークケーブルに接続すること。

	3
	モノクロレーザプリンタ本体に、別途指定するプリンタ名シールを作成のうえ貼付すること。（1台につき1枚。）

また、本県が交付する管理シールを貼付し、このとき、はがれないようコーティングすること。（1台につき1枚。）

	4
	純正トナーカートリッジの使用に対し、使用済みカートリッジの無償回収が提供されていること。

	5
	取扱説明書は1台につき1部付属し、本体と合わせて納入すること。

	6
	納入業者が用意するハードウェアならびにドライバソフトウェアのサポートについては、問い合わせ窓口を一本化し、納入業者が契約を代行すること。

	7
	「グリーン購入法」に適合していること。
参照：環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成31年2月8日変更閣議決定）


3 機器仕様に関する全般的な注意事項

· 納入機器、その他すべての付属品及び消耗品は、中古品であってはならない。

· 複数台/個納入する機器は、すべて同一メーカー、同一型名の製品であること。

· ノート型パソコン本体及びモノクロレーザプリンタ本体は、令和12年3月31日までの部品供給・保守が可能な機器であること。

· ソフトウェアベンダーが定める月額ライセンス使用料等を支払うことで本県が使用可能となるものを除き、本調達で納入されるソフトウェアのライセンスは、本県に許諾されること。

· 納入機器等に伴う（同梱されていない）マニュアル、技術資料等については、本県の求めに応じて必要部数を提供すること。

· 納入機器は、原則として入札後に物品数及び金額が変わることは認められない。
ただし、入札時点より日時が経過し、納入時点での製品状況が変わった場合は、最新の製品状況とそれらの製品の信頼性を考慮し、本県の承認を得たうえで最適な物品を納入すること。

5. 付帯作業

すべての納入機器や設備等の搬入、組み立て・設置、設定作業と動作確認及びこれらに関連する業務を付帯作業の範囲とし、主な作業項目について以下に記載する。

(1) 前提条件等

各拠点への納入設置にあたり、前提となる条件等について以下に示す。

· 設定内容等の検討、各拠点との作業調整や進捗報告を行うため、本県及び関係者との定例会を開催すること。定例会開催後は速やかに議事録を作成し、本県に提出すること。（開催場所は、本県が提供する。）

· 現行端末機器等については、機器更新後に一括廃棄を行う予定としていることから、今回の納入機器等に入れ替えることで各拠点から回収し、別途、本県が指定する保管場所（三重県総合教育センター分館：三重県津市柳山津興近辺を予定。）に移動させること。

(2) 計画の策定

本調達にて納入される機器の展開設置に向けた全体的な計画と、各設置場所において予定する作業等に関する設置計画等の作成についても、付帯作業の一部とする。

· 各拠点への設置作業は、授業など業務に支障がないよう、拠点側と事前に調整すること。
調整に際しては、納入業者が各拠点に連絡すること。

· 本調達に伴う機器等の納入設置を完了するための全体計画（考え方、スケジュール、体制、手順及び成果物等）を検討し、全体計画書としてとりまとめること。また、本県の承認を得ること。

· 各拠点での設置に向けた詳細な設置計画（考え方、スケジュール、体制及び手順等）を検討し、設置計画書としてとりまとめること。
機器の展開設置にあたっては、本県の承認後に行うこと。

(3) 設定項目の検討

本調達にて納入される機器については、一部設定作業が発生するが、設定する各種パラメータやソフトウェアのインストール内容等については事前に本県が提示すると共に、設定内容についての調整等が発生する。

これら設定内容の検討や調整作業についても、付帯作業の一部とする。

· ノート型パソコンの設定に先立ち、設定内容や設計項目を検討すると共に、本県の承認を得ること。代表的な設定内容・設計項目については以下を想定する。
なお、ウィルスバスターコーポレートエディションの設定項目については、本県が別途委託するサーバ機器等の再構築業務の受託者と協同し、検討すること。
また、認証システム及び端末資産管理システムの設定項目については、本県が別途委託するサーバ機器等の再構築業務の受託者から提示する内容に基づき、設定すること。

· ライセンス等のユーザ登録時の登録内容

· コンピュータ名、ワークグループ名、ネットワーク設定

· ハードディスクのパーティション分割

· 機器貼付シールの内容等

· 削除対象とするプリインストールソフトウェア／ツールの選定

· ウィルス対策ソフトウェアの初期設定（全スキャン、ウィルス発見時の処理方法等）

· その他、インストールソフトウェアの初期設定

(4) 納入機器のセットアップ

納入機器のセットアップ実施にあたっては、主に以下の作業を付帯作業の一部とする。

なお、納入機器については納入業者の責任において、事前インストール、設定等を実施することが可能であるが、本県から作業場所等は提供しないことを前提とする。

· 設定項目の検討により決定した設定内容に基づいて、ノート型パソコンのセットアップを実施すること。
本県がライセンスを所有するソフトウェアもあわせてインストールすること。
· ノート型パソコンには最新のパッチファイル、サービスパック等を適用すること。

· ノート型パソコンのセットアップ作業を行う際に疑問点や問題点が判明した場合、本県に報告し、調整すること。

(5) 納入機器の設置設定

納入機器の搬入、設置設定及び動作確認等を本調達の付帯作業の一部とする。

機器の納入と設置作業は、業務に支障を与えないよう、事前に各拠点と協議すること。

また、納入機器の搬入時は各小中学校等が別途指示する搬入口を使用し、設備、器物破損を防止するための措置を講じること。設置・設定作業のスケジュールについては、本県と協議のうえで決定すること。

実際の作業に際しては作業チェックリストを事前に本県に提示し、承認を得ること。

なお、納入機器の設置に伴って必然的に必要となる物品は、仕様書の記載の有無に関わらず提供すること。
設置設定における主な作業内容は、以下のようなものを想定している。

1 ノート型パソコン

· 各ノート型パソコンを本県が指定する場所に設置し、設定すること。

· 既存のネットワークケーブルに接続し、必要に応じ既存のルータ等の設定を変更すること。

· 各ノート型パソコンに、併せて納入するモノクロレーザプリンタのドライバをインストールし、動作確認すること。

· 本県が別途調達する認証システムの認証デバイスを使用し、動作確認すること。
· 閉域網接続の拠点については、VPN接続が確立できること。

· 設置完了後は各ノート型パソコンにインストールされたソフトウェアについて、動作確認すること。
· ノート型パソコンからグループウェアに接続し、動作確認すること。

· 本県が別途調達する端末資産管理システムの各種機能について、動作確認すること。
· 本県が指定するシールを貼付すること。

· 梱包材や本県が不要と判断する付属品・マニュアル等は、回収撤去すること。

2 モノクロレーザプリンタ

· 本県が指定する場所に設置と設定のうえ、テストプリントすること。
· 既存のネットワークケーブルに接続すること。
· 本県が指定するシールを貼付すること。
· 梱包材や本県が不要と判断する付属品・マニュアル等は、回収撤去すること。

3 機器接続

· ノート型パソコン及びモノクロレーザプリンタを接続する電源タップとネットワークケーブルは、既存のものをそのまま使用するが、接続前に清掃して埃を取り除くこと。

4 完了報告

· 設置前、設置後の現場写真をデジタルカメラで撮影し、作業チェックリストと併せてドキュメントにまとめ、提出すること。

(6) ドキュメントの提出
本調達で作成した各種打ち合わせ資料、設定内容等をとりまとめたドキュメントの作成を本調達の付帯作業の一部とする。

· 設定内容の設計や設置設定にて使用した書類についてとりまとめ、本県による検査実施前に納入すること。
納入書類としては、以下のドキュメントを想定している。

· 各種ドキュメントは電子ファイル化を前提とし、電子媒体と紙面で各２組を納入すること。

	
	フェーズ
	設計書名
	内容

	1
	計画の策定
	全体計画書
	全体スケジュール、体制、プロジェクト推進方針等についてとりまとめた計画書

	2
	計画の策定
	設置計画書
	拠点単位での設置作業等に向けた詳細スケジュール、作業手順、体制等を記載した計画書

	3
	設定内容の設計
	機器構築仕様書
	設計内容を受け、各機器やOS、ソフトウェアの設定に関して記載したパラメータシート（デザインシート等）

	4
	設置設定
	作業チェックリスト
	設置作業、動作確認の内容、その結果の一覧表と設置前後の写真

	5
	－
	機器管理台帳
	納入物品における以下の内容等が記載された一覧表

・製造番号　　　 ･ OSのプロダクトID

・MACアドレス　 ・設置場所

・コンピュータ名／プリンタ名 ・管理(品目)番号

· 管理(品目)番号は、本県が指定する


6. 瑕疵担保期間の対応

すべての納入機器に関する瑕疵担保期間は、本県の検査完了後1年間とする。

瑕疵担保期間における納入機器の障害（天災、その他不可抗力等を除く。）は、本県の指示のもと、無償で修理又は代替品を提供することにより対応しなければならない。

なお、これら対応に関し、いかなるケースにおいても本県ならびに各拠点等に対し、別途費用を請求することはできない。

(1) 障害時対応

すべての納入機器は、引き取り保守とする。

引き取りに際しては、本県側の窓口を1カ所に集約（本県本庁舎を予定。）し、納入業者との受け渡しを行うことを想定している。

7. ソフトウェア製品の保守

(1) ソフトウェア製品のバージョンアップについて

納入機器で使用するすべてのソフトウェア製品のバージョンアップ（機能更新・追加にかかるプログラムの適用）に関しては、その内容、影響の調査、適用の検討、必要となる改修に係る情報の提供を行うこと。
(2) ソフトウェア製品のパッチ対応について

納入機器で使用するソフトウェア製品に関するバグフィックス、セキュリティ対応等のパッチ（Windows OSのセキュリティパッチ等）については、その内容の調査を行い、本県での適用にあたって必要なすべての情報を提供すること。なお、本ネットワーク上の各機器等に影響を及ぼす恐れのあるパッチの提供がある場合、影響の有無についての確認作業を短時間に行えるように支援を行うこと。

8. その他

(1) 全般的な注意事項

1 本業務の遂行にあたっては、本ネットワーク及び本システムの開発・保守業者、本県が別途委託するサーバ機器等の再構築業務の受託者と協同し、作業を遂行するものとする。その際、必要な情報の提供や作業の具体的指示を行なうなどの支援を実施するものとする。

2 納入機器及び納入機器で使用するソフトウェア製品の設定・障害対応が十分可能なSEを従事者とし、従事者の氏名及びその他必要な事項を本県に事前に通知すること。
なお、従事者を変更する場合は、十分な引き継ぎを行ない業務に支障をきたさないようにすること。

3 本仕様書の業務は、三重県電子情報安全対策基準（情報セキュリティポリシー）、三重県個人情報保護条例及び関連する法規を遵守して行なうこと。
当該基準等に抵触する行為又は事象が発生した場合、そのようなおそれがある場合は、本県の指示のもと速やかに対応すること。
三重県電子情報安全対策基準（情報セキュリティポリシー）は、契約後、契約者に提示する。
4 契約締結後、速やかに全体スケジュールを作成のうえ、本県の承認を得ること。
また、提供するすべての納入機器等の仕様について、本県にその仕様を文書及び電子媒体（マイクロソフトオフィス Word/Excel/PowerPoint文書による）で提示し、説明を行なうこと。

5 納入機器等に関する質疑に対し、随時、速やかに対応すること。

6 本県との打ち合わせに関し、議事録を作成し、提出すること。

7 納入業者が端末機器等設置及び設定などの理由で拠点に立ち入る際は、事前に作業者の氏名、所属等を記載した作業者リストを提出すること。
また、各作業員は、顔写真付きの身分証明書を着衣に装着し作業すること。

8 業務の実施について、その全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
ただし、業務の一部について本県の承認を得た場合は、この限りでない。

9 納入機器及び納入するソフトウェアなど一式の、ユーザ登録作業を行なうこと。

10 本仕様書に疑義がある場合は、本県に質問し、その指示を受けること。
また、本仕様書に記載されていない事項は、本県の指示に従うこと。
なお、本仕様書の解釈は、本県によるものとする。

11 本調達の仕様と異なる機器等の導入が必要な場合は、納入予定物品の代替案提示や変更等の対策を図ること。

12 本調達について、仕様等に明示されていない事項でも、その履行上当然必要な事項については、納入業者が責任をもって対応すること。

13 本仕様書に記載されているすべての作業について、いかなるケースにおいても、本県に対し別途費用を請求することはできない。ただし、本県の要求仕様変更が生じた場合については別途協議を行なうこととする。

14 本県又は本ネットワーク及び本システムの開発・保守業者等との調整が必要となった場合は、調整用資料等を作成し、必要に応じて打合せ等に出席すること。

15 納入業者は、何人に対しても、業務遂行期間中、または、業務遂行期間終了後を問わず、業務上知り得た本県の業務の一切を漏らしてはならない。

16 納入業者は、業務の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下暴力団等という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。

（ア）断固として不当介入を拒否すること。

（イ）警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。

（ウ）本県に報告すること。

（エ）業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等

に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、本県と協議を行なうこと。

17 納入業者がタの（イ）又は（ウ）の義務を怠ったときは、三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除要綱第７条の規定により三重県物件関係落札資格停止要綱に基づく落札資格停止等の措置を講じます。

(2) ソフトウェアライセンスについて
ソフトウェア購入にあたっては、下記を基に算定することができるが、他の適正なライセンス形態で算出しても差し支えない。
1 マイクロソフト社製品

購入プログラムは、アカデミックオープンライセンスを使用すること。または、他の適正なライセンス形態を使用すること。
· 適格教育ユーザは、マイクロソフトに確認すること。
· インストール用メディア及びマニュアルを3組納入すること。
2 その他

教育機関向けライセンスの活用はもとより、仕様を満たす範囲で最も安価となる形態において、各ソフトウェアを提供すること。
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